事業者あり方検討部会の公開・非公開の決定について(案)
事業者あり方検討部会の担任事務

　（大阪府食の安全安心推進条例第16条および第18条関係）

①大阪府食の安全安心顕彰制度の審査・選考に関すること
・審査する技術の内容に、企業や個人等の独自の手法や構想が含まれている場合、会議を公開することで、企業等の競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがある。

　　　⇒大阪府情報公開条例第8条第1項第1号に該当

・委員による審査項目ごとの詳細な採点が公開されると、審査事務の公正かつ適正な執行に著しい支障を及ぼすおそれがある。
　　　⇒大阪府情報公開条例第8条第1項第4号に該当

・審査内容には候補者の住所、職業や所属団体等の個人情報に係る内容が含まれている。

　　　⇒大阪府情報公開条例第9条第1号に該当

以上のことから、本件に関する会議を「非公開」とする。
なお、最終選考結果については、公表する。

②上記以外の食品関連事業者の自主的な取組促進に係る検討に関すること
　従来どおり、本件に関する会議は「公開」とする。

【参考】大阪府食の安全安心推進条例
	第十六条　府は、食品関連事業者の食の安全安心の確保に関する自主的な取組を促進するため、情報の提供、助言、認証その他の必要な支援の措置を講ずるものとする。
第十八条　知事は、食の安全安心の確保に関し、特に優れた取組をした者の顕彰に努めるものとする。


【参考】会議の公開に関する指針
	３．会議の公開の基準

審議会の会議は、原則として公開するものとする。

　ただし、審議会の会議が次のいずれかに該当する場合は、当該会議を公開しないことができる。

　（１）会議において大阪府情報公開条例第８条又は第９条の規定に該当する情報に関し審議する場合

（２）会議を公開することにより、公正・円滑な審議が著しく阻害され、会議の目的が達成できないと認められる場合


【参考】大阪府情報公開条例　第８条第１項第１号、４号、第９条第１号

	第八条　実施機関(公安委員会及び警察本部長を除く。)は、次の各号のいずれかに該当する情報が記録されている行政文書を公開しないことができる。
一　法人(国、地方公共団体、独立行政法人等(独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律(平成十三年法律第百四十号)第二条第一項に規定する独立行政法人等をいう。以下同じ。)、地方独立行政法人、地方住宅供給公社、土地開発公社及び地方道路公社その他の公共団体(以下「国等」という。)を除く。)その他の団体(以下「法人等」という。)に関する情報又は事業を営む個人の当該事業に関する情報であって、公にすることにより、当該法人等又は当該個人の競争上の地位その他正当な利益を害すると認められるもの(人の生命、身体若しくは健康に対し危害を及ぼすおそれのある事業活動又は人の生活若しくは財産に対し重大な影響を及ぼす違法な若しくは著しく不当な事業活動に関する情報(以下「例外公開情報」という。)を除く。)
二、三　（略）

四　府の機関又は国等の機関が行う取締り、監督、立入検査、許可、認可、試験、入札、契約、交渉、渉外、争訟、調査研究、人事管理、企業経営等の事務に関する情報であって、公にすることにより、当該若しくは同種の事務の目的が達成できなくなり、又はこれらの事務の公正かつ適切な執行に著しい支障を及ぼすおそれのあるもの
第九条　実施機関は、次の各号のいずれかに該当する情報が記録されている行政文書を公開してはならない。
一　個人の思想、宗教、身体的特徴、健康状態、家族構成、職業、学歴、出身、住所、所属団体、財産、所得等に関する情報(事業を営む個人の当該事業に関する情報を除く。)であって、特定の個人が識別され得るもの(以下「個人識別情報」という。)のうち、一般に他人に知られたくないと望むことが正当であると認められるもの


資料１








